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審査請求人

代理人

上記審査請求人から平成１８年４月１４日付けで提起の生活保護法（昭和２５年法律
第１４４号。以下「法」という。）に基づく保護申請却下処分に対する審査請求について、
次のとおり裁決します。

主文　　　　　　　　　　　　　　　 二
京都市深草福祉事務所長が平成１ ８年 ３月２９日付けで審査請求人に対して行った保

護申請却下処分を取り消す。　　 二　　　　　　　　卜　 ‥

理由
１　審査請求の要旨

審査請求人（以下「請求人」という。）は、次の理由から、京都市深草福祉事務所
長（以下「処分庁」という。）が平成１８年３月２９日付で請求人に対して行った敷
金及び移送費に係る保護申請却下処分（以下「本件処分」という。）を取り消す、との
裁決を求める趣旨であると考えられる。
（理由）
青 む 褐 　 こ 褐

卜２ ｋ ｌ
もと行うこととされていた。
こ 請求人宅 モニターホ のチ イ が鳴り モニターで確認す
見知 ぬ女性であり 何 －ル 思 無視し と 　

・
人 ヴ 四 ご‾‾‾‘？゙?ｌ丶を 墓三己１

このようなことから、請求人自身がこのマンションに住むことは耐えられないこと
であり1匹 Ｆ 〒1のない環境の部屋に転居する以外にない。
処分庁は､」青求人の転居費用に係る生活保護申請に対し却下決定をしたが、本件処

分はこのような請求人の本件ヽ申請に至るまでの経過や転居に係る本質的なやむを得な
い事情を全く考慮していない不当な処分である。

２　処分庁の弁明の要旨
（1）請求人は、処分庁に対し法に基づく保護を申請し、処分庁は平成１７年６月１日付
けで請求人世帯の保護を開始した。　　　　　　　　　　　　　 十



ま 　
Eこ 黔 断で請求人宅内に入室していたことが判明して以来、家主との関係は惡く、こ
㎜ーＩ-■■■■　　　　　　．　　　　　　　　　Ｉ
のような状態において居住し続けることは困難であるため、転居したい」との申し立
てを受けた。

（3） 平成１８年２月１日、処分庁は、請求人から「家主による未払い家賃の支払いを求
める調停において、家賃は請求人宅の管理人に支払っていたこと、家主が請求人宅に
無断で立ち入ることは違法行為であること、及び明渡しを求めるのであれば転居費用
等を家主が保障すべきである旨の異議申立てを行った」との報告を受けた。

（4）平成１８年２月１５日、処分庁は、請求人から「家賃滞納の件は解決したが、家主
が無断で請求人宅に立ち大ってくるとの問題については家主と折り合う余地がないの
で転居を考えている」との報告を受けた。　　　　　　 ∇
処分庁は、請求人に対し、家主に問題があるなら、請求人の異議申立てどおり転居

費用については家主に請求すべきであることを助言した。
（5）平成１８年３月３日、処分庁は、請求人から転居費用を支給してほしいとの申立て
を受けたため、請求人に対し、再度、請求人に何ら問題がなく､家主の不当な行動に
より転居せざるを得ないのであれば､家主が負担すべきでないかと伝えたが､同年３月
９日、請求人から敷金（保証金）と移送費の支給に係る保護申請書が提出された。

（6）しかしながら、本件は家主が無断で室内に立ち入ることを問題として転居が必要に
なったものであるため、この問題は立ち入りの日時を事前に約束することにより容易
に解決できるものである。また、例え、家主側の都合によって事前の約束が困難であ
ったとしてもヽ家主が住宅賃貸契約書i

二 三 三ニ:）に定められてりるr 申（家主）はヽ
本物件の防火、本物件の構造の保全その他本物件の管理上必要があるときは、あらか
じめ乙（請求人）の承諾を得て、本物件に立ち入ることができる」との規定に反し、
請求人の承諾を得ることなく請求人宅に立ち入るという行為に及んでいるのであるか
ら、当該問題を原因として必要となる転居費用については当然に家主側が負担すべき
ものである。

（7）にもかかわらず、請求人は家主に対し、転居費用の保障を求める異議こそ申し立て
てはいるものの、その後、正当な理由のないまま、一切の転居に係る費用を家主に請
求しない旨の調停を自ら成立させており、このことは法第４条に規定される保護の補
足性の原理に反し、そもそも保護の要件を満たさない。

（8）上記の経過及び理由により、処分庁は本件申請を却下したものであるから、本件処
分は適法かう適正なものであり、･請求大の主張には理由が無く、｡平成１８年４月１４
日付けの審査請求については、これを棄却するとの裁決を求める。

３　請求人の反論の要旨
(I) 転居のやむを得ない理由と必要性について、認識の相違があり、処分庁叫⊇三弓
CΞl の様々な症状に認識が無いゆえ理解が出来ず、誤認している。l二 Ξ三三 二J

9 巧
側との関係が悪いとしか理解していない。平成１７年６月以降は、{こ こ:}

家主１ 断セ 内こ ま １
までの経緯や環境により請求人罔こl の症状が現れて苦しめられている。
(2) ヶ－スワーカーは、担当する受給者にI二２ こ| があれば、少なくとも当該受給者
の1⊇Ξこjとはどのようなものであり、どんな症状なのか程度の知識を持っておく
べきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･
(3) 転居費用唖こ ｙ)助眥もあり、向度かびTiC:Eこjで話し合った結果として、家主に
保障を請求できるものでもなく、非があるとすれば請求人のf二三二つの悪化しかな



く、生.活保護法に制度としてある住宅扶助の転居申請しか澤択肢はなかった・Lこ 】
アjﾎﾟ､、このよ そヽ)たヶ－ スにおいてどちらにも非があると断定するごとは困難であり圀 もヽこのようなヶ－スにおいてどちらにも非があると断定することは|?§1難
特殊なし ヤｒ 二ご 匸!1生活保護受給者であるならば、生活保護制度として定めのある
住宅扶助における転居申請を行い、それに係る費用の支給を受けることが妥当かつ
福祉事務所の責任であると思われる、との助言もあった。
(4) 何かのきっかけでE:⊇∃ が起こり、匚⊇ 三三二] 始めたりして、自分を苦しめる相
手が家主や管理人と思いこみ、恨みを抱くようになってきて、敵視しているよう'な
言動を頻繁辷発言するようにならてきており、このまま住み続けることはr二⊇三回
F71 で自殺を考えたり、家主を包丁で刺してしまうなど、取り返しめ付かない事態
もあり得る．　　 ・　･･.･.･..･.･　.　.　　･･　　　.・　　　　.･　　　　　　　･･

(5) 処分庁側の職員は、f二こ μ?言うことなどまともに聞いて対応してはいられ
ないと、じ 耳=そでTIを差別し、偏見をもって放置していたとしが考えられない．ま
た、請求人が苦しみ、錯乱するような冷たい態度で対応した上に、同行した者に対
し七も本件と関係のない侮辱と癇声を浴びせた。iこ こ黔)知識がなく、家主との
関係についての正確な把握ができてぃない処分庁の対応が請求人の病状悪化に拍車
をかけﾚ 絶望感を抱かせ、Eこ 二?………=　 二

４　審査庁の認定事実及び判断………=… …… ’‥　‥‥　　 ‥､‥
（1）認定事実　　　 ……＼ …………=…… ………］.･.･　　　　･･..･.　　･.・
乙 濘 成 孝 ・湛 」侖 Ｌ 　
の交付を受ける･．　　　　　 下 呂　　　　　十　　　　　　 し

イ　平成１７年６月１日、処分庁は保護を開始した．･.･　　　　　　　　.・・
ウ　同年１１月１１日、請求人は、処分庁に、家主との関係が悪く病気療養上の理
由で転居したいと申し出た．　　 ＞　．･　　大
平 ↓ 年……… 　 鰰 台 ’
れる． ノ　　　 ＼　　　　　　　　　　　　　　‥‥､‥ ‥

……､オ　同年３月３日、請求人は、処分庁に転居費用を支給してほしいと申し立てた．
‘　　 これに対して、処分庁は、家主の行動が原因であれば家主が負担すべきと説明

した．　　　　　　　　　　　犬　　　　　　　　　　　　　　　　∧
ヵ　 同年３月９日、請求人は、処分庁に敷金と移送費の支給に係る保護を申請した．
キ　同年３月’２９日、処分庁は、請求人に対して申請却下決定を通知した．

(2) 判･･断　　　　　･ 。
ア　審査請求書、弁明書、反論書等によれば、請求人には家主や管理人とのトラブ
ルがあり、マンションの近隣居住者からの苦情が頻繁にあるという事実が認めら
れる。

イ　請求人が　　　　　　　　　・・　････
コ7)交付を受けていること並びに保護の要

に
すいこと、人間関係のトラブルで不安定となり、1ニ ニ⊇Ξ三巴 コ 可能性があると
の意見を述べていることを考えると、今回のトラブル発生は予見されるものであ
りヽ 匸 笘E亡 き こ基づくものと判断される・ ニ ニ

ウ　とのような状況から判断すると、請求人のＧ Ξ コ の改善のために以転魍が必要と
の主張には妥当性があり、また、家主が近隣居住者とのトラブルや不測の事態を
回避すべく、請求人の立ち退きを求めることにも相当の理由があると判断され、
家主との話し合いによって容易に解決出来るとの処分庁の主張は当たらない。

エ：次に、処分庁は、請求人からの説明をもとに、転居せざるを得なくな1つためは
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家主が無断で室内に立ち大ったことに起因するとの認識のもと、家主に不法行為
責任があることを前提にして42 こ 扣 單求人が転居費用を家主に求めなかったこ
とは債権の放棄とみなし、保護の補足性に反するとして保護要件を満たしてぃな
いと判断している。　　　　　･。

オ　しかし、請求人は、E三二で の話し合いの結果、家主｡の無断室内立入りにつぃ七
マンションの構造上から発生する行為と理解するに至り、家主の責任を求めてぃ
ない上､!三 三:t に起因する日常生活、社会生活上のトラブル発生は予見される
ところであり、今回の転居をせざるを得なくなった責任を家主に帰することは適
当ではないとしている。

ヵ　このため4ZI において家主に転居に要ずる費用の賠償を求めないことが債権の放
棄という処分庁の主張は成り立たず、補足性の原則を理由に保護要件を満たさないとし
た処分庁の判断は妥当ではない。

キ　ところで√「生活保護法による保護の基準」（昭和３８年４月ｉ日付け厚生省
ダ告示第１５８号）において住宅扶助基準及び移送費が定められており、更に、こ
れに基づいて示された「生活保護法による保護の実施要領について」（昭和３８
年４月１日社発第２４６号　厚生省社会局長通知）（以下「通知」という。）第
６の４の（1）の力により、転居に際して敷金等を必要とする場合は一定額の範囲
内において必要な額を認定して差しつかえないとされており、家主が相当の理由
をもって立ち退きを請求し、又は借家契約の更新の拒絶若しくは解約の申入れを
行らたことにより、やむを得ず転居する場合は、転居に際して、敷金等を必要と
する場合にあたるとされるとともに、通知第６の２の（7）のアの（ｻ）により、被保
護者が転居する場合で真にやむを得ないときに移送費を支給することとされてぃ
る。・　　　　　　　フ　　　　　　　　･･　　　　　　　　ヶ　　　‥

ク
。
請求人の転居に至る事情はヽ上述のぐお9 にヽ と匕 〕に起因する日常生活上の

トラブルが頻繁に発生し、また、その後も｡同様の事態が予想されるものであり、
家主の立ち退き請求には相当の理由があり、転居は真にやむを得ないものと認め
られる。　　　　　　　　　　　　　　　厂　レ

ケ　よって、処分庁がなした請求人に対する本件処分の決定には瑕疵があると認め、
行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第40条第３項の規定により、主文のとお
り裁決する。

平成１９年２月２１日

京 都 府 知 事 山 田 啓


